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はじめに

　環境科学研究所報第 43 号の発刊に際しまして、ご挨拶を申し上げます。
　この所報は平成 27 年度に当研究所が実施してきた試験検査並びに調査研究を取りまと
めたものです。

　平成 28 年４月の感染症法改正により地方衛生研究所に感染症の検査が義務付けられま
した。同時に、各地方衛生研究所で実施する検査データの精度管理が一層、求められるこ
とになり、ＧＬＰ（Good Laboratory Practice）の導入が同法で規定されました。ＧＬＰ
は検査の信頼性に対する基準であり、そもそも 70 年代に米国で生じたサリドマイド薬害
を背景に臨床試験のデータの捏造などの不祥事があり、試験研究機関で二度とそういった
事態を招かないようにするために確立された内部精度管理の考えです。本研究所のように
行政指導に必要な検査結果を提供する組織では高いデータ精度を保つ必要があり、すでに
衛生化学の部門ではＧＬＰの考えが導入されています。

　さて、当研究所の微生物部門では食中毒やウイルス検査などの依頼検査に加えて、全国
の地方衛生研究所などで構成するネットワークの一員としてわが国における感染症の発生
動向を調査するとともに、国が中心となって実施している多剤薬剤耐性菌やムンプスウイ
ルスなどについての調査研究に参加しています。
　衛生化学部門では例年通り、市内で流通する野菜や加工食品中の残留農薬や食品添加物
などの検査を実施するとともに、食品中の動物用医薬品試験法の妥当性評価試験や貝毒の
理化学試験法の検討を進めるなど、年々、拡大する規制項目に対応できるように、検査方
法の確立に努めています。
　環境科学部門でも通常の依頼検査に加えて、国立環境研究所や他の地方研究機関との共
同研究（Ⅱ型研究）として越境汚染の影響が懸念されるＰＭ 2.5 の汚染機構や藻場・干潟
などが担う生態系機能の解明などの調査研究を継続しています。また、本市では中国の大
気環境改善に協力するため、天津など中国大都市との連携協力事業を進めていますが、そ
の事業の一環として職員の派遣や集団研修の受け入れも行っています。　

　最後になりますが、本研究所は今後も環境・保健衛生の分野でしっかりと責任を果たし
ていきます。皆様の一層のご理解、ご協力を賜れば幸いです。

　平成29年２月
� 北九州市環境科学研究所　
� 所長 　山 下　 俊 郎 　
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